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平
成
26
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度

一
般
会
計
決
算
概
要

一般会計
歳  入 164億5,554万円（24.4%）

一般会計
歳  出 160億1,270万円（26.1%）

※（　 ）数字は前年増減比

地方交付税 54億1,969万円（△2.7%）
全国どの市町村でも一定水準の行政サービスが
受けられるよう国から一定基準により交付されるもの

町　　　債 27億8,100万円（95.4％）
長期的な借入金

総　務　費 63億　995万円（63.8％）
職員の人件費や庁舎や財産の維持管理など
民　生　費 28億9,498万円（10.0％）
福祉の充実、子育て支援など
公　債　費 16億8,663万円（△1.1％）
町債の支払い（元利金）
衛　生　費 13億　417万円（25.9％）
環境保全、疾病予防、健康増進など
土　木　費 11億8,347万円（13.8％）
道路、河川、公園、公営住宅など
教　育　費 7億7,463万円（11.8％）
学校教育、生涯学習、文化・スポーツ振興など
農林水産業費 6億　651万円（18.4％）
農林水産業の振興・基盤整備など
消　防　費  5億7,259万円（△24.7％）
消防・水防・防災対策など
商　工　費  2億2,975万円（△0.6％）
商工業・観光の振興など
議　会　費  1億　360万円（△3.6％）
町議会運営・議員報酬など
そ　の　他  3億4,642万円(163.5％）
労働費・災害復旧費

町　　　税 25億7,408万円（0.9％）
町民税・固定資産税・軽自動車税・たばこ税など

繰　入　金 19億2,918万円（485.3％）
基金の取り崩しや特別会計からのもの

国庫支出金 11億5,541万円(△2.4％）
特定の事業のために国から支出されるお金

県支出金 11億3,535万円（17.2％）
特定の事業のために県から支出されるお金

繰　越　金 3億7,650万円（67.6％）
前年度からのお金

諸　収　入 1億6,795万円（15.2％）
他の収入科目に含まれないもの（延滞金・雑入など）

そ　の　他 9億1,638万円（11.1％）
譲与税・分担金・負担金・使用料・手数料・寄附金など

■総括
　平成26年度一般会計の決
算、歳入総額は164億5,554
万円、歳出総額は1 6 0億
1,270万円で歳入歳出の差し
引き額は4億4,284万円となっ
ており、翌年度へ繰り越すべ
き財源1億4,440万円を差し引
いた実質収支額は2億9,844万
円の黒字となりました。

　1か月の収入を35万円として計算しています。給与、パート収入
では支出を賄えず、親からの援助や借金に頼っている状況であり経
費の削減が必要です。

　将来の財源不足や支出に備えるため基金という形
で貯金をしています。
　新本庁舎建設のために積み立てていた基金を取り崩
したことにより前年度と比べ5億6,817万円（5.4％）
減額し、残高は99億7,163万円となりました。

　町債残高は前年度と比べ一般会計では12億3,708
万円（9.5％）、町全体（公営企業除く。）では10億
6,083万円（6.4％）の増加となりました。
　財政状態を示す実質公債費比率は10.5％で前年度
より1.7ポイント下がりました。

■歳入
　町税では固定資産税で615万円、たばこ
税で692万円が減額となりましたが、町民
税3,356万円、軽自動車税131万円の増に
より全体で2,185万円の増額となりました。
　地方交付税では特別交付税は増額となり
ましたが、普通交付税が減少したことによ
り1億5,325万円の減額となりました。
　繰入金では新本庁舎建設事業及び土地開
発公社清算に伴い、ふるさとづくり基金な
ど15億9,957万円が増額となり、町債でも
新本庁舎建設事業などにより合併特例事業
債などが13億5,790万円増額となりました。

■歳出
　総務費では、百年庁舎として建設された
新本庁舎建設事業及び土地開発公社の清算
に伴う弁済金、防犯灯のLED化、集落活動
センター整備補助などにより24億5,767万
円の増額、民生費では臨時福祉給付金事業
などにより2億6,405万円の増額、衛生費で
は、すこやかセンターへの太陽光発電の導入
や感染症対策として2億6,798万円の増額、
その他では台風などによる災害復旧事業に
おいて2億1,494万円の増額となりました。
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一般会計における
　　住民１人当たりの町税負担額
▼人口は平成27年3月31日現在の24,369人
　で算出しています。
町民税
固定資産税
軽自動車税
たばこ税
入湯税
水利地益税
合計

議会費
総務費
民生費
衛生費
労働費
農林水産業費
商工費
土木費
消防費
教育費
災害復旧費
公債費
合計

47,082円
50,135円
2,649円
5,373円
147円
16円

105,402円

一般会計における
　　住民１人当たりの支出額
▼人口は平成27年3月31日現在の24,369人
　で算出しています。

4,251円
258,933円
118,798円
53,518円
1,225円
24,889円
9,428円
48,564円
23,496円
31,788円
12,991円
69,212円
657,093円

平成26年度の主な事業

一般会計決算を家計に例えると・・・

◇総務費
集落活動センター推進事業
国土調査事業
新本庁舎建設事業
◇民生費
障害福祉事業
保育事業
児童手当事業
◇衛生費
清掃事業
感染症対策事業
健康づくり事業

収　　入（月額）

特別会計収支状況
会　　計　　名 収入済額 支出済額

水資源対策特別会計

墓地公園事業特別会計

国民健康保険特別会計（事業勘定）

国民健康保険特別会計（直診勘定）

後期高齢者医療特別会計

介護保険特別会計

特別養護老人ホーム特別会計

下水道事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

簡易水道事業特別会計

天王地区汚水処理施設事業特別会計

37,305

398

337,953

7,127

36,006

275,176

37,534

47,993

4,320

17,571

4,922

37,255

359

337,898

7,077

35,289

271,094

37,523

47,950

4,280

17,560

4,699

支　　出（月額）
給与（町税）

パート収入
（使用料、財産収入など）

借金（町債）

親からの援助
（地方交付税、国・県支出金など）

貯金の取崩し
（繰入金）

先月の残り（繰越金）
　　　　　　計

54,749

13,958

59,150

173,102

41,033

8,008
350,000

食費（人件費）
医療費（扶助費）
ローンの返済（公債費）
光熱水費・日用品など（物件費）

家・車などの修繕、買い替え
（維持修繕費、普通建設事業費）

子どもへの仕送り・交際費
（繰出金、補助費など）

貯金（積立金）
　　　　　　計

40,355
31,446
35,873
34,092

106,760

79,115

12,939
340,580

3,217万円
1億7,153万円
25億5,504万円

5億4,925万円
4億6,714万円
2億8,064万円

4億5,659万円
4,314万円
4,462万円

◇農林水産業費
林道新設改良事業
農林業振興事業
有害鳥獣対策事業
◇商工費
商工観光振興事業
施設運営事業
◇土木費
道路新設改良事業
がけくずれ住家防災対策事業

2億1,100万円
1億4,899万円
1,828万円

1億4,323万円
8,647万円

6億354万円
7,811万円

◇消防費 
小型動力ポンプ付積載車購入
防災対策事業
◇教育費
小中学校耐震改修事業
伊野幼稚園・小学校建築事業
町史編纂事業
◇災害復旧事業
災害復旧事業

2,857万円
7,739万円

8,515万円
1億1,109万円
1,700万円

3億1,657万円

（単位：円）

（単位：万円）


